
市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内に児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５

条第４項の規定による認可を受けて設置した保育所（以下「保育所」という。）

を運営する社会福祉法人に対し、市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補

助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、市川市社会福祉法

人の助成に関する条例（昭和５２年条例第３０号。第６条において「条例」

という。）及び市川市社会福祉法人の助成に関する条例施行規則（昭和５２

年規則第３３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 休日保育事業 保育対策等促進事業の実施について（平成２０年６月９

日雇児発第０６０９００１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以

下「国通知」という。）別添２の休日・夜間保育事業実施要綱に基づき保育

所が行う事業のうち、休日保育事業に係るものをいう。 

 ⑵ 病後児対応型病児・病後児保育事業 国通知別添３の病児・病後児保育

事業実施要綱に基づき保育所が行う事業のうち病後児対応型に係るものを

いう。 

 ⑶ 体調不良型病児・病後児保育事業 国通知別添３の病児・病後児保育事

業実施要綱に基づき保育所が行う事業のうち体調不良児対応型に係るもの

をいう。 

 ⑷ 特別保育事業 保育所が行う次に掲げる事業をいう。 

  ア 家庭的保育事業の実施について（平成２６年５月２９日雇児発０５２

９第２２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）により定められた

家庭的保育事業実施要綱（別表において「家庭的保育事業実施要綱」と

いう。）に基づく事業に係るもの 



  イ 国通知別添４の待機児童解消促進等事業実施要綱に基づく事業のうち

保育所分園推進事業に係るもの 

  ウ 地域住民による主体的な子育て支援活動又は交流促進に係る事業 

 ⑸ 保育環境改善等事業 国通知別添５の保育環境改善等事業実施要綱に基

づき保育所が行う事業をいう。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別

表の左欄に掲げる補助対象区分に応じ、同表の中欄に掲げる経費とする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表の左欄に掲げる補助対象区分に応じ、同表の右欄

に定めるところにより算出して得た額とする。ただし、実際に要する経費の

額が同表の右欄に掲げる補助金の額を超えないときは、実際に要する経費の

額を補助金の額とする。 

 （国等による補助との調整） 

第５条 補助対象経費について、国又は他の地方公共団体による補助を受ける

ことができるときは、その限度において、補助金の交付は行わない。 

 （交付の申請） 

第６条 条例第２条第４号に規定するその他市長が必要と認める書類は、次に

掲げるとおりとする。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 収支予算書 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （支出の特例） 

第７条 規則第４条の規定により補助金による助成につき概算払を受けようと

する者は、同条の請求書に市長が必要と認める書類を添付して請求するもの

とする。 

（補助金の精算） 

第８条 規則第４条の概算払による補助金の交付を受けた者は、規則第６条の



規定による通知を受けたときは、速やかに、補助金の精算をしなければなら

ない。 

 （遂行状況報告） 

第９条 規則第４条の２第１項の助成事業を行う者は、市長が必要と認めると

きは、当該助成事業の遂行状況に関し、市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告をするときは、市川市社会福祉法人認可保育所運営

費等補助金遂行状況報告書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添付

し、市長に提出するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第５条に規定するその他市長が必要と認める書類は、次に掲げ

るとおりとする。 

 ⑴ 収支決算書 

 ⑵ 領収書 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （帳簿の整備） 

第１１条 市長は、市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補助金交付決定簿

（様式第２号）を備え、補助金の交付に関し必要な事項を記載するものとす

る。 

２ 補助金の交付を受けた者は、当該補助金に係る収入及び支出を明らかにし

た帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳

簿及び証拠書類を補助対象期間の経過後５年間保管しておかなければなら

ない。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日等） 



１ この要綱は、平成２７年３月３１日から施行し、改正後の第２条第４号及

び別表の規定は、平成２６年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条第４号及び別表の規定は、平成２６年４月１日以後の申請

に係る市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補助金（以下「補助金」という。）

について適用し、同日前の申請に係る補助金については、なお従前の例による。



別表（第３条、第４条関係） 

補助対象区分 補助対象経費 補助金の額 

休日保育事業 休日保育事業の実施

に要する経費 

一 の 保 育 所 に つ き 、 年 額

１,３５１,０００円に次の各号に掲

げる年間の休日保育事業に係る延べ

利用児童数の区分に応じ、当該各号

に定める額を加えて得た額 

⑴ ２ １ １ 人 以 上 ２ ８ ０ 人 未 満 

 ７３,５００円 

⑵ ２ ８ ０ 人 以 上 ３ ５ ０ 人 未 満 

 ２２０,５００円 

⑶ ３ ５ ０ 人 以 上 ４ ２ ０ 人 未 満 

 ３６７,５００円 

⑷ ４ ２ ０ 人 以 上 ４ ９ ０ 人 未 満 

 ５１４,５００円 

⑸ ４ ９ ０ 人 以 上 ５ ６ ０ 人 未 満 

 ６６１,５００円 

⑹ ５ ６ ０ 人 以 上 ６ ３ ０ 人 未 満 

 ８０８,５００円 

⑺ ６ ３ ０ 人 以 上 ７ ０ ０ 人 未 満 

 ９５５,５００円 

⑻ ７ ０ ０ 人 以 上 ７ ７ ０ 人 未 満 

 １,１０２,５００円 

⑼ ７ ７ ０ 人 以 上 ８ ４ ０ 人 未 満 

 １,２４９,５００円 

⑽ ８ ４ ０ 人 以 上 ９ １ ０ 人 未 満 

１,３９６,５００円 

 



  ⑾ ９ １ ０ 人 以 上 ９ ８ ０ 人 未 満 

１,５４３,５００円 

⑿ ９８０人以上１,０５０人未満 

 １,６９０,５００円 

⒀ １,０５０人以上 １,８３７,５００

円 

病後児対応型

病児・病後児

保育事業 

病後児対応型病児・

病後児保育事業の実

施に要する経費 

一 の 保 育 所 に つ き 、 年 額

２,００６,０００円に次の各号に掲

げる年間の病後児対応型病児・病後

児保育事業に係る延べ利用児童数の

区分に応じ、当該各号に定める額を

加えて得た額 

⑴   １ ０ 人 以 上 ５ ０ 人 未 満 

 ４０１,０００円 

⑵ ５ ０ 人 以 上 ２ ０ ０ 人 未 満 

２,２０７,０００円 

⑶ ２ ０ ０ 人 以 上 ２ ５ ０ 人 未 満 

 ３,１０９,０００円 

⑷ ２ ５ ０ 人 以 上 ３ ０ ０ 人 未 満 

 ３,５１１,０００円 

⑸ ３ ０ ０ 人 以 上 ４ ０ ０ 人 未 満 

 ４,０１２,０００円 

⑹ ４ ０ ０ 人 以 上 ６ ０ ０ 人 未 満 

 ５,０１５,０００円 

⑺ ６ ０ ０ 人 以 上 ８ ０ ０ 人 未 満 

 ６,８２０,０００円 

⑻ ８００人以上１,０００人未満 

 



  ８,７２６,０００円 

⑼ １,０００人以上１,２００人未

満 １０,６３２,０００円 

⑽ １,２００人以上１,４００人未

満 １２,５３８,０００円 

⑾ １,６００人以上１,８００人未

満 １４,４４３,０００円 

⑿ １,６００人以上１,８００人未

満 １６,３４９,０００円 

⒀ １,８００人以上２,０００人未

満 １８,２５５,０００円 

⒁ ２,０００人以上 ２０,１６０,０００

円 

体調不良児対

応型病児・病

後児保育事業 

体調不良児対応型病

児・病後児保育事業

の実施に要する経費

一 の 保 育 所 に つ き 、 年 額

４,３１０,０００円（体調不良児対

応型事業を実施する期間が６月未満

のときは、２,１５０,０００円） 

特別保育事業 第２条第４号アに掲

げる事業の実施に要

する経費 

⑴に掲げる額に⑵に掲げる額を加算

して得た額を年額とする。 

⑴ 一の保育所につき８００,０００

円 

⑵ 家庭的保育者（家庭的保育事業

実施要綱に規定する家庭的保育者

と い う 。 ） １ 人 に つ き

１２０,０００円を乗じて得た額 

第２条第４号イに掲

げる事業の実施に要

年額１,２３４,０００円 

 



 する経費  

 第２条第４号ウに掲

げる事業の実施に要

する経費 

年額２５０,０００円 

保育環境改善

等事業 

保育環境改善等事業

の実施に要する経費

一の事業につき７,２００,０００円

 

 

 

 

  



様式第１号（第８条関係） 

 

市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補助金遂行状況報告書 

 

年  月  日 

市川市長 

 

所在地 

法人名 

代表者氏名 

 

    年  月  日付けで交付決定のあった市川市社会福祉法人認

可保育所運営費等補助金について、下記のとおり報告します。 

 

記 

○ 報告事項 

 



様式第２号（第１０条関係） 

 

市川市社会福祉法人認可保育所運営費等補助金交付決定簿 

  

法人名 保育所名 
保育所 

開所日 
補助金額 

補助開始

年月日 

補助終了

年月日 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 


